レフソン｢正規の簿記の諸原則｣(4) by 鈴木,義夫
レ フ ソン 「正 規 の簿 記 の諸 原 則」(4)
鈴 木 義 夫
XIII不平等原則
企業 内にあ る財貨は,原 則的には,そ の仕入原価 もし くは製作原価で貸借対
照表に記載 され る。 しかしながら,そ の歴史的価値は,決 算 日現在において,
それ がその企業に対 して もってい る価値 から乖離 していないか ど うか とい う点
で吟味 されなけれ ばならない。 こうした理 由から,財 貨 を調達価格で記帳す る
こと,す なわち,「価格づけ」(Bepreisung)は「評価」(Bewertung)によって補
完 され なければな らない ことになる。 こ うす ることに よって,年 度決算書には,
勘定 で把握 されてい る事態だけでな く,将 来 の事象 も算入 され ることにな るω。
ところで,実 現原則は,財 貨が仕入原価 もし くは製作 原価 より高い額 で表示
され ることを禁 じてい る。 しか し,こ うした確実な価額 も,も し年度決算書 の
作成時に財貨 の調達お よび契約の締結に よって引起 こされ る取 引から 「マ イナ
スの成果貢献」(negativeErfolgsbeitrage)の発生が予想 され る とす るな らば,
減額す ることが認め られ てい る。 「将来 の プラスの成果貢献につ いては,こ れ
を将来の マイナス成果貢献 とは違 う取扱いをず る とい う評 価 が不 平 等 な もの
(imparit5tisch)と呼ばれ,こ うした評価を規制 してい る原則が不平等原則(lm-
paritatsprinzip)と呼ばれ る(2}」のであ る。
レフ ソンは,個 々の取 引が年度成果に対 してなす貢献を,そ の 「成果貢献」
(Erfolgsbeitrag)と呼 んでい るのである。 この成果貢献 が プラスとな るのは,一
定 の処分活動の収益 がそれ に対応 させ られ るべ き費用 よ り大 とな る場合であ り,
収益 がそれに対応す る費用 よ り小さ くなれば,マ イナスの成果貢献が生 じるこ
とにな る。 もち ろん,収 益 と費用 とが等しい大 きさとなれば,成 果貢献は何 ら
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生 じない こ とになる。 ただ し,「 当該取 引が将来 においてはじめ て販売収益に
つ なが るよ うな場合には,未 実現 の成果貢献が生 じる。 この未実現 の成果貢献
の高 さは,一 方において,販 売価格 の高 さについての予想に よって決定 され る
と同時 に,他 方 では,す でに発生 した原価 と給付を生ぜ しめ るまでになお発生
す るであろ う原価 とに よって決定 され る。成果貢 献 とい う概念の基礎には,全
部原価計算(V・11k・stenrechnung)の意味 での"費 用"(Aufwand)も,また,補
償貢献計算(Deckungsbeitragsrechnung)の意味での"費 用"も 基礎 とされてい
る{3)」のであ る。
レフソンのこ うした弾 力的 な内容を具えた 「成 果貢献」 とい う概念 とその会
計的意味には注意 してお く必要 があ る。
ここで と くに問題 となるのは,「 損失取引」(Verlustgeschtifte)で予想 され る
マ イナスの成果貢献,す なわ ち,未 実現 の損失が年度決算書に含 め られ るとい
う点 であ る。 とい うの も,そ れが,部 分的 には,実 現原則に反す るか らであ る。
「不平等原則は,ワ ル プ(Walb)がのべ てい るよ うに,"実現 とい う思考上の線
に一つ の亀裂を持込む ことになる。 とい うのは,未 実現の損失 が未実現 の利益
とは異 なった取扱いを うけ るからで あ る"ω」。
さらに,レ フソンは,そ うした不 平等原 則の内容は狭す ぎるとして,そ の拡
大 をは か り,こ れ を設備財,債 権,債 務,お よび,部 分的には,未 決取 引(sch-
webendeGeschafte)にも適用 しなければな らない としてい るのであ る(5)。
さてv.レ フソンは,こ の原則 の内容 を規定 し うるためには,次 の二 つの課題
が克服 されなければな らない としてい るのである。すなわち,
(1)不平等原則に よって達成 され るべ き目的の解 明と,
② 実現原則 と不平等原則 との間の二律背反 の解決 とい うことであ る⑥。
そ こで,ま ず,レ フソンは不 平等 原則の 目的について論述 してい る。
レフソンに よれば,予 想(見 越)項 目は個別損失の財務的補償 に 役立 ち,こ
うした費用の予想(見越計上)に よって利益の縮小 とい う目的が達成 され る。 そ
して,そ れは資本維持 目標(Kapitalerhaltungsziel)セこ完全に合致 す ると主張し
てい るのである。 しか し,こ うした成果を減少 させ るとい う目標を達成す るた
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め には,不 平等原則に よって,予 想(見 越)項 目の種類 と高さが正確に 決 定 さ
れ なけれ ばな らない としてい るのであ る{7)。
そ の際,レ フ ソンは 「正規の簿記の諸原則 を構成す る諸原則を相互に矛盾
な く協 力し合 うもの として定義 しよ うとす るのである。 そのために,レ フソン
は,ま ず,「不平等原則は これ まで コンヴェンシ ョン(K・nvention)として用い
られ てきた ものであ るので,こ れを正規 の簿記の諸原則 として放棄 す ることは
問題外 のこ ととな る(8}」とす るのであ る。
その うえで,レ フソソは,不 平等原則が企業 の 自己資本 の維持 したが って企爵
業 の存続(dieErhaltungdesEigenkapitalsunddamitdieEx…stenzderUnterneh・
mung)をはかる とい う点で正当化 され るとしてい るのである(9}。
レフ ソンは こ うした考 え方を契約 に対す る評価に も適用 してい るのである。
ギー 般に承認 され た解釈に よれば,不 平等原則は,未 履行 の双務契約 から予想
され る消極(貸 方)項 日に も関係す るのであ る。 そ こから生 じた債権 と債 務 は,
実現原則にしたが って,貸 借対 照表には記 載されない。 とい うのは,債 権は少
くとも債務の高 さに対応 してい るとい うことが一般 には仮定 され うるからであ
る側」。 しかし,レ フソンは 「契 約の完結からのマ イナスの成果 貢献 が予想 され
るとす るならば,そ れは財産一 お よび成 果減少的に年度 決算に入れ られ るべ き
である⑪」 とす るのであ る。
レフソンは この よ うに未履 行契約か らの予想(見越)項 目(Antizipationsposten
ausunerfttlltenVertrfigen)を計 算す ることが問題 とな るとすれば,そ こに,二
つの解 決策 が考え られ るとしているのである。すなわ ち,一 方 の解決策では,
在高項 目と未履行契約 の成果 とを,そ の性質上,異 な った もの として とらえ,
それ らを区別 して,そ れ ぞれ違 った方法 で,評 価 がな され る。 これに対 して,
も う一つの解 決策 では,在 高項 目も契約 も,と もに,「広義 の未決取引」(einge・
leiteteGeschafte)として とらえ,そ れ らを同 じよ うに,評 価し ようとす るもの
である。 しか し,レ フソソは 「より体系的で とりわけ まとまった解決策は,そ
こでは,あ らゆ る種類 の予想 され るべ きマ イナス成 果貢献が同 じ理念に したが
って算定 され るとい うものである働」 として,後 者 の方策を とるのであ る。
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前者の方策は,予 想(見 越)項 目を貸借対照表 対象物 の評価に よって獲 得 し
ようとす る試みであ り,そ れはすべての種類 の予想(見越計上)され るべ き成果
貢献(そ れ故,在高と未履行の双務契約に対する評価)に 体系的に適用す る こ とは
できない とす るのであ る。そ して レフ ソンは,「未履行 の双務契約 の場合には,
マ イナス成 果貢献は直接算定 され なけれぽならない⑬」 と主張す るのであ る。
こうした立場 から,レ フソンは不平等原則の 目的を,未 実現のマ イナ ス成果
貢献については,こ れをすべ て決 算期の費用に算入 して,取 引の完結 か ら予想
され る資本減少を中和化す るとい う点に もとめ るのである。 そして,「 それ が。
将来の与件についての不確実性を許す限 りにおいて,決 算 日までの処分(Dis-
bosltion)から生 じて くるすべての資本減少(Kapitalminddrung)が,それ以上 で
もな く,ま たそれ以下 で もな く,予 想(見越)され るべ きであ る鞠 としてい る
のである。
さらに,レ フソンは,そ うした見越計上 され る成果貢献 の高さについて,次
のよ うにのべてい る。 「貸借対照表対 象物 の調達 もし くは契約の締結に よ っ て
具体的に引起 こされ た広義 の未決取引(konkreteingeleitetenGesch5fte)が次期
の年度成果にお よぼす 影響だけを考察す るな らば,わ れわれは二つの成果要素
を認識す る。すなわち,(1にの取 引から生 じる販売収益 と,② この取 引が将来
の営業年度 において終 了す るまでになお発生 させ るであろ う原価 である。次期
の固定費は,そ の企業 が前 期から引き継いだ取 引を終 了させてい ない場合に も
発生す るので,そ の終 了に よって発生す る変動費を補償 しない ような,広 義の
未決取引(eingeleiteteGesch5fte)だけのマ イナス成果貢献が予想(見 越計上)さ
れなければならない個」。
レフ ソンは,そ うした評価 を損失 か ら解放 された評価 の原則(Prinzipderver-
lustfreienBewertung)と呼び,こ の原則に したが って,評 価 され るべ き財貨 の仕
入原価 もし くは製作原価が予想 され る販売価格か ら実現 までに発生す るであろ
う変動費を控除した ものの差額 として生 じる価値を上回 るかど うかを検 討 して,
もし仕入原価 もし くは製作原価 が こうした価値を上回 るとす るな らば,両 者 の
差額が予想(見 越)項 目として,決 算 され るぺ き期間の費用に計上 され な けれ
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ばな らない⑯,と 主張す るのであ る。
その際,基 礎 となる,「不平等原則は,た だ,資 本維持 とい う思考 から(aus
demGedankenderKapltalerhaltung)のみ説明す ることがで きるのであ る。 こう
した 目標に最適に応 じられ るのは,貸 借対照表 目までの処 分か ら生 じるすべて
の資本減少(Kapitalminderung)が予想(見越計上)され る場合 である。 そ こから
必然的に,将 来発生す る変動費だけが考慮 され るべ きであ る,と い うことが明
らか となる⑳」 のである。
この よ うに,レ フソンにあ っては,不 平等原則に新 しい解釈が加 えられ,そ
の内容 が拡大 されてい るのであ る。 この点について さらにみてみ よ う。 「年 度
決算書におけ る貸借対照表対象物を全部原価(Vollk・sten)で評価す ることと,
すでに着手 された広義 の未決取 引(eingeleiteteGeschafte)のマイナス成果貢献
を この取引が次年度におい て完結す るのに要す る変動費(variableK。sten)を基
礎 にして算定す る こととは矛盾 しない。貸借対照表対象物 の評価は仕入価格原
則 と実現原則 から生 じ,ま た広義の未決取 引(eingeleiteteGesch5fte)の評価は,
この広義 の未決取 引の完結 から生 じるマ イナス要素(Negativa)を次期 に 負担
させ ることに役立つ のである。 この広義 の未決取 引は次期に成果減少的に影響
をお よぼすが,し かし,そ れはその取引の完結に際 してそ こ(次期)に おいて
生ず る変動費 に よってのみ影響 をお よぼす のであ る⑱」。
レフソンはそ うした予想(見積)貢献額の計 算には次の ようなシ ェーマ⑲が基
礎 とな るとしてい るのであ る。
予想項 目の計算につ いての基本 シェーマ 已 観M
?
?
?
?
?
販売価格
広義の未決取引を完結させるためになお支出されるべき次期の変
動費を控除する
差 額
仕入原価もしくは製作原価を控除す る(ただし,在高評価とい う
意味で生じたもの)*
補償貢献額:マ イナスの時は見越計上する
プラスの時は計上せず
150
一一30
120
一135
一15
*仕 入価格原則にしたがった全部原価
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さらに,レ フソンにあっては,在 高の評価が調達時点の仕入価格 に基づいて
お こなわれる一方,予 想(見 越)項 目の計算には,「損失予想の原則」(Prinzip
derVerlustantizipation)セこした がって,予 想上 の販売価格が算入 され るのであ
る。 したがって,こ の場合,年 度決算には,企 業の計画設定 に際 して と同様 に,
未来 数値(Zukunftsgr6Be)が算入 され ることに なる。 しか しなが ら,未 来 の価
格は,実 際 の価格 と比較 して,確 実 さで劣 った もの とな る。 しかし,レ フソン
は,そ の ような不確実 さを ともなった見 積数値を考慮す ることは,年 度決算に
なじみのない ものではない とす るのである。設備財 の耐用年数,債 権の推測に
よる欠損お よび多 くの引当金の高 さは見積上の ものであ るとしてい るのであ る。
した がって,レ フ ソソは不平等原則を適用す ることに よって,そ れ ら数値を考
慮す ることは,年 度決算の基 本原則に反 しない とす るのである田。
さて,レ フソンは不平等 原則を損失の見越計上 を合理化す る原則 として拡大
解釈す ることに よって,そ れ を 「正規 の簿記の諸原則」 を構成す る原則 として
位 置づけ るのであ る。 その際,「予想(見 越計上)さ れ るべ きは,次 期 の結果が
財 貨お よび契約を引 き継 ぐこ とに よって,そ の分だけ悪化す るよ うな金額であ
る。次期において発生す る原価の うち,マ イナス成果貢献 の算定のためには,
それ故,将 来発生す る変動費だけが考慮 され る必要があ る。把握 され るべ きは,
具体 的に引起 こされた が未決状態 になってい る給付製造お よび 給 付 生 起 過 程
一 これは生 産要素 の調達お よび契約 の締結に よつ て引起 こされ る一 の終了
か らの マイナス成果貢献のすべ てである。われわれは こ うした過程 一 それ も
販売市場の方 向に向けての過程一 を広義 の未決取引(eingeleiteteGeschafte)
と呼ぶ ことができる伽」 としてい るのである。
そして,レ フソソはつづけて次の よ うにのべ てい る。「不平等原則は,こ の
よ うにして,決 算 日現在 に存在 してい る積極 的お よび消極 的貸 借 対 照表 取 引
(dieamAbschluBstichtagvorhandenenaktivenundpassivenBilanzgeschaften)tこも
また,す べTの 未履 行 の双 務 契 約(alleunerfulltenzweiseitigenVertrage)にも等
し く適 用 され うる。 これ に よって,す ぺ て め広 義 の 未決取 引(eingeleiteteGes-
chafte)からの 予想 され る マ イナ ス成 果貢 献 は,同 じ方 法 に し たが っ て,把 握
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され る こ とに な る。 す なわ ち,考 慮 され る るの は,常 に,(1)収益 と② す で に発
生 した 全 部 原 価 と将来 の変 動 費 の合 計 額 との差 額(Differenzzwischen(1}Erl6sen
und{2)dieSummeausbereitsangefallenVollkostenundkGnftigenvariablenKosten)
で あ る⑳」。
この 広 義 の未 決 取 引(eingeleiteteGeschafte)を,レフ ソソは 次 の よ うに ま と
め て図 示 して い るの であ る㈱。
取 引(広 義)
1
1・1在 高 未履行
の双務契約
ll
llll 調達契約販売契約
物 財 債務関係 と偶発債務ll
'
1111 予想され る債務固定資産 棚卸資産 既存
の債権
1
11確実
な もの 不確実な もの`
第1図 レフソンの取引分類
この図表 が示 してい るよ うに,広 義 の未決取 引(ejnge】e▲teteGeschafte)には
二つの異 な る取 引が含 まれ てい る。す なわ ち,
1.在 高の調達に よって引起 こされたが未決 とな ってい る取 引 と,
2.契 約の締結に よって引起 こされたが未決 とな ってい る取引 の二つである。
前者は貸借対照表にかかげ られ るべ き取 引(貸借対照表取引)で あ り,後 者は
貸借対照表には かかげ られ ない取引である。
レフソンは この二つの取 引を ともにf広 義 の未決取引(eingeleiteteGeschafte)
とみな し,そ れ ぞれ の取引につ いて,同 じ方法 で,評 価をお こな うのであ る。
「これは,不 平等原則 を貸借対照表対 象物に対す る評価原則 として解釈 し て い
た場合にはあ りえなか った こと閻」 なのであ る。 そして レフ ソンは この 「広義
の未決取引」すべ てに対 して,そ の補償貢献(Deckungsbeitrag)一すなわち,
(a)収益 と(b)決算 日までの全部原価に決算 日以後にそ の 「広義の未決取 引」が完
結す るた めに必要 な変動費 を加 えた額 との差 引額一 を算定 しよ うとす るので
あ る。 「算定 され るのは広義 の未決取引のマ イナス成果貢献であ って,そ の た
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めに投入 された在庫お よび注文 品,債 権お よび債務 の価値ではない のであ る。
この成果貢献は取引に帰算 され るのであって,個 々の貸借対照表対 象物に帰算
され るのではない田」 のであ る。
レフソンは,こ うした 「取 引」 からの 「マ イナス成果貢献」 の算定についで,
さらに,詳 細に論 じてい る。
「完成品に とっては,予 想項 目(Antizipati。nsposteh)は比較 的容易に計算で き
る。年度決算書の作成 までに実現 した販売価格 もし くは 見 込 まれ る販 売収 益
(voraussichtlicheAbsatzer16sen)から,予 想 され るべ き変動 的な貯蔵費お よび販
、売費(variableLager-undVertriebskosten)が差 引かれ るべ きである。 こ うして算
定 された金額 と全部原価計算 の原則に よる製 品の製作原価(Herstellungsk。sten)
が対応 させ られ る。 この変動的な貯蔵費 お よび販売費の計算 には,通 常,経 営
計算 とカル クラチオン(BetriebsabrechnungundKalkulation)にもとついて,何
らの困難 も生 じて こない㈱」 のである。
また,「未完成 の製品につ いて も,同 一 の処理方法が適用 され る。 その企業
が製造計画 もし くは計画原価計算を用 いてい る限 り,製 造 が成熟す るまで,な
お発生す る変動原価の算定 も問題はない伽」。
そ して,レ フ ソンは,「実践的 には,不 平 等原則 の適用は,こ こでは,個 別
原価計算 の検査に限定 され る。 販売価格 が全部原価 を補償 しない よ うな製品に
ついてのみ,販 売価 格マ イナス次期になお発生す る変動費が決算 日までにか さ
んだ製作原価 よ り高 くなるか低 くな ってい るか ど うか とい うことが研究され る
べ きであ る。そ の処理方法は単純 であ り,ほ とん ど全 く,こ れ まで不平等原則
の適用 のために用い られている方 法 と合致 す る㈱」 としてい るのである。
さらに,、レフソンは,未 履 行の双務契約(Liefer・oderLeistungsvertrag)につい
ては,商 人は,年 度決算に際 して,通 常は,請 求権(Anspruch)と反対 請 求 権
(Gegenanspruch)とが 自分に有利な関係 にあ る,少 くとも,等 価であ るとい う
ことから出発 してい る。,未決取引か らの予想 され るプラスの成果貢献は,実 現
原則 にしたが って,考 慮 され てはな らない。それ故,こ うした契約 は,年 度決
算 には影響をお よぼ さない。 しか し,商 人 が締結 された契約 から,次 期の年度
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結果に対 して成果減少的な貢献額を予想す るとす るな らば一 とい うのは請求
権 と反対請求権 とが等価 でない ことが明 らか とな ったので一 かれは宋決取引
からのマ イナ ス成果貢献を,不 平等原則に した がって,考 慮 しなければならな
い四」 と主張 しているのであ る。
その うえで,レ フソンは さらに これ ら予想項 目の表示を強調 してい るのであ
る。す なわ ち,「未履行の双務契約 とい う意味 での未決取 引では,予 想され る
マ イナス成果貢献を引当金(Rtickstellung)として表示す る こ とが 一 般 的 で あ
るぽ」 と。
レフソソは,不 平等原則 を 「広義 の未決取 引」(eingeleiteteGeschafte)に対す
る損失予想の原則(PrinzipderVerlustantizipation)として解釈 し,そ れに もと
ついて,予 想項 目を未決取引に対す る引当金において表示す ることが正 しい処
理 である としてい るのである。 「この引当金は,不 平等原則において操 作 化 さ
れた慎重性思考に合致す るだけでな く,同 時に,締 結 された不利な契約 につい
ての報告義務(Rechenschaft)をもはたすgと にな る町 としてい るのであ る。
(1)Leffson,Ulrich,Grunds翫zeordnungsmaBigerBuchftihrung,5.Aufl.,Dlisseldorf,19
80.S。301.
(2)Ebd.,S.301.,
(3)Ebd.,S.302.
(4)Ebd.,S.303.
(5)未決取引に関す る貸借対照表作成の原則については,Friederich・Hartmut'GrundsEtzeor・
dnungsmtiBigerBitanzierungftirschwebendeGeschEfte,2,'Aufl.,Dttsseldorf,1976お1よ
び 拙 稿rH.フ リー デ リ ッ ヒ:r未 決 取 引 に 対 す る 正 規 の 貸 借 対 照 表 作 成 の 諸 原 則 』 の 構 造 と 意
義 」,r明 大 商 学 論 叢 』 第65巻第2号(1983年1月)を 参 照 され た い 。
(6}Leffson,Ulrich,GrundsatzeordnungsmaBigerBuchfUhrung,5.Aufl.,a.a.O.,S.304.
(7)Ebd.,S.308.
(8)Ebd.,S.31L
{g)Ebd.,S.323.
0①Ebd.,S.338.
01)Ebd.,S.338.
02}Ebd.,S.339.
⑬Ebd.,S.、340.
¢4)Ebd.,S.340.
'
㈲Ebd.,S.346.・ ・"
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{1θ 】匡bd.,S.346-347.
aTEbd.,S.347-348.
⑱Ebd.,S.34&
{1{跡Ebd.,S348.
⑳Ebd.,S.348-349.
伽Ebd.,S.350.
⑳Ebd.,SL350-・351.
◎Ebd.,S.351.
⑳Ebd.,S.352.
00Ebd.,S.353.
⑳Ebd.,S.35▲
⑳Ebd.,S.354.
⑳Ebd.,S.354.
⑳Ebd、,S.368.
00Ebd.,S.369.
⑳Ebd.,S.37G.
(744)
XIV比 較 可 能 性(Vergleichbarkeit)一継 続 性(Stetigkeit)一
レフ ソンは,年 度決算書 が比較可能な ものとな るためには,次 の二つ の要件
を満た さなければな らない としてい る。す なわち,
1.年 度決算書が,毎 年,同 じ方法で,分 類 されていること,そ して,
2.個 々の項 目が,数 量お よび価値に したがって,連 続す る決算書において,
同じ方法で算定 され,区 分 され,そ して配列 されていなければ ならない,
とい うことであ るω,
こ うした比較可能性への要求は,「会計報告責任 の原則」(GrundsatzderRe-
chenschaft)から導 き出され るのである{2)。
レフソンは,こ の比較可能性へ の要求か ら,具 体的な諸原則一 それ も決算
書を比較可能 な ものとす るための原則一 が導 き出されなけたば ならない とし
てい るのであ る〔3}。
さて,ア ン グロサ クソンの文献では,年 度決算書は比較可能な もの とな らな
ければな らない とい う思考 から,ま ず,「継続 性の原則」(consistency)が,そし
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て次 に非継続性については,こ れを説 明しなければな らない とい う原 則(ade-
quatedisclosureandinformation)が展開され てい る(4 。
さ らに,比 較可能性を確保す るためには,時 間お よび事物にしたがって,臨
時的 な性質を もつ ものはすぺて分離すべ きで あるとす る原則が必要 とな る。 そ
して,最 後に,比 較可能性は期間的に同一 の尺度を用い ることを前提 としてい
るのであ る(51。
したがって,年 度決算書 の比較可能性は次 の ことを要求す ることにな る。す
なわ ち,
① 継続性の原則,
(2}非継続性を説 明す る原則,
(3)時間お よび事物に したがって臨時的な事柄を区分す る原則,
(4)期間的に同一 の尺度を使用す ること,で あ る⑥。
以下,こ れ らについて,レ フソンの論述に したが ってみ ることにす る。
(1)継続性の原則(GrundsatzderStetigkeit)
これは,決 算 に関す る諸原則お よび方法が,可 能な限 り,ま た,有 意味 的で
ある限 り,毎 営業年度,形 式 的な関連において も,ま た,実 質的な関連 におい
て も,変 更 されずに適用 され るべ きであ るとい うことを 内容 とす る もの で あ
る{7)。
こ うした内容 をもつ 「継続性 の原則」 は,と りわけ,年 度決算書の恣意 的な
形成を制限す るのに有効であ るとされてい る。 それ故 こ うした継続性へ の要求
は も う一つ の原則,す なわ ち,「無恣意的表示 の原則」(Grundsatzwillkttrfreier
Darstellung)からも導 き出す ことができる(8)。
・レフソソは継続性へ の要 求について,こ れを二つ に区分して説 明してい る。
すなわ ち,「形式的継続性」 と 「実質 的継続性」であ る。
(i)形式的 継続性(formaleStetigkeit)は,
(a)連続す る年度決 算書 におけ る同 じ分類 と
{b}年度決算書の個 々の項 目の内容が 同じであ るとい うことからな り,ま
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、た,
(ii)実質的継続性(materielleStetigkeit)は,
㈲ 原則の継続性 と
(b)個々 の財産価値が継続 して引 き継 がれ ることか らな るC9)。
「形式的継続性は表示(Darstel!dng)に関係 し,実 質的継続性は年度決算書の
項 目の価格づけ と評価(BepreisungunddieBewertung)に関係す る町 のであ る。
「ヨーinッパ共同体第4次 指令」(1978年7月25日付)に み られ るよ うに,現 在
の ヨー ロヅパの新 しい会社法 では,分 類の継続性 と評価方法の適用におけ る継
、続性が要求 され てい る。 もちろん,例 外 は許容 されてい るが,し かし,そ の際
には,付 属 明細書(Anhang)においてそ の旨を報告す ることと,そ れについて
の理 由づけをお こなわなければな らない ことになってい る。 「財産一,財 務一
お よび収 益状態にお よぼす乖離の影響は,区 別 して,報 告 されなければな らな
いaD」とされ てい るのであ る。`
レフ ソンは,こ うした ことか ら,「継続性 の原則は国際的に も承認 された,
もはや,法 典化 され た正規 の簿記の諸原則(kodifizierterG・B)ともなっ て い
る町 とす るのであ る。
(2)非継続 性 を説 明 す る原 則(Gruhdsatz,Unstetigkeitzuerlautern)
この原 則 は,す べ て の比 較 可 能 性 を 乱す よ うな非 継 続 性 と会 計 期 間 の特殊 性
は,・これ を 明瞭 に 表 示 す る こ とを 内容 と して お り,そ れ は 「誠実 な会 計 報 告責
任(getreueRechenschaft)をは た す とい う目標 に 合致 す る㈱」 もの とされ て い る
の であ る。
(3)臨時 的 な事柄 を 区 分す る原 則(GrundsatzderAussonderdng.desAuBeror-
dentlichen)'.
レフ ソ ンは個 々の 会 計 期 間 の正 規 の取 引 に おい て獲 得 され た結 果 だ け が比 較
可 能 とな る と して,「臨 時 的 な事 柄 は,通 常,継 続 的 に は 発 生 しな い し,ま た,
そ の高 さで も比 較 可 能 とは な らな い の で あ る。 そ れ 故,期 間費 用 ・収益 と期 間
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外の費用 ・収益,通 常 の収益 ・費用 と臨時的費用 ・収益 とをたがいに区別す る
こ とが,年 度決算書が比較可能なもの とな るための前i提であ るca」とす る の で
あ る。
(4)期間 的 に 同一 の 尺度 を使 用 す る こ と(Verwendungeineszeitraumgleichen
MaBstabes)
さ らに,年 度 決 算 書 が比 較 可能 とな るた め に は,個 々の 年度 決 算 書 が 同 一 の
尺 度 一 これ は法 律 上 の 貨幣 単位(gesetzlicheGeldeinheit)であ るが一 で測 定
され てい な けれ ば な らな い,と い うこ とを 前 提 と してい る ので あ る㈱。
こあ よ うに,ジ フ ソン は 「比較 可能 性 の 原 則 」 を四 つ の 要 素 か ら構 成 され る
もの と して論 述 してい る ので あ る。
{DLe∬son,Urich,Grunds江tzeordnungsm註BigerBuchfUhrung,5.Au且,a.a.0、,S.384-
385.
(2)'Ebd.,S38&
(3)Ebd.,S.388,
(4)Ebd.,S.38&
(5)Ebd.,S.38&
(6)Ebd.,S.389.
(7}Ebd.,S.389.
【8}Ebd.,S.389.,
⑨Eb己,S.389-390.
00)Ebd.,S.390.
ODEbd.,S.393-394.
02)Ebd.,S.394.
¢3}Ebd.,S、411.
(14Ebd.,S.412.
迎5}Ebd.,S、414.
XV慎 重性の原則
(1)「慎重性 の原則」 と 「実現原則」および 「不平等原則」 との関係
慎 重性 の原則では,不 確実 な状況 の もとで,「どの よ うな価値で計算 さ れ る
べ きか,と い うことに対す る規則(Regeln)を獲得す るこ と(1)」が問題 とな る。
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そ の際,レ フソンは,不 確実な予想の下での見積 りにつ いては輌貸借対照表
作成 の領域においては,「慎重 な貸借対照表作成の公準 とい う古い コ ン ヴェン
シ ョン」(alteKonventiondesPostulatsvorsichtigerBiianzierung)とい った もの
が存在 してお り,そ れは,具 体的には,「資本 が気づかれ ない ままに分 配 さ れ
てはならない」(Kapitalnichtunbemerktausgeschロttet)とい うこ とを内容 として
い るのであるω。
レフソンは,そ うした資本 の維持をはかろ うとす る目標は,次 の よ うな原 則
をつ うじて,達 成 され るとしてい るのであ る。すなわち,
(i)まだ確実 でない利益構成要素は,い かなるもの も,期 間成果のなかに算
入 してはな らない(実 現原則)。
(ii)予想 され るマ イナスの成果貢献は,認 識 の時点において,す でに,利 益
減少的に考慮 され なければな らない(不 平等原則)。
⑩ あ ま りに も楽観的な見積 りに よって,期 間成果 が過 大に表示 されない よ
うに,見 積数値を確定す ること(慎重性原則)である(3}。
つ ま り,レ フソソは実現原則,不 平等原則お よび慎重性原則 とい う三つ の原
則 の適用 をつ うじて,「資本維持」 とい う目標 が達成 され るとしてい る の で あ
る。
こ うした慎重性原則 と不平等原則 との関係 について,レ フソンは次の よ うに
のべてい る。 「不平等原則 とい う原則 も一 これに よれば一定のマ イナ ス成 果
貢 献が見越計上 されなければ ならない ことになるが一,わ れわれは資本 維持
目標(Kapitalerhaltungsziel)で理 由づけた。 われわれは,広 義の未決敢 引(ein・
geleiteteGeschafte)の評価が,す でに,予 想 され る状況か ら決定 され る,、とい
う原則が慎重性思考の帰結 とみ なす こ とがで きる14)」。
不平等原則 にも とついて見越計上 され るマイナス成果貢献は,年 度決算書の
作成の時点 までに 当該取 引の取益 と費用 とが既知 とな ってい る場合には,確 実
な予想に(aufsicherenErwartungen)基礎 をお くことがで き る。 しかし,予 想
(見越)費用(Antizipationsaufwand)の計算は,大 部分,不 確実な予想に(aufun・
sicherenErwartungen)基礎 をおいてい るのであ る。 そ こでは,不 平等原則に追
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加 して,さ らに,慎 重性の原則 が一定の役割をはたす ことにな るの で あ る㈲。
レフソンにあっては,不 確実な予想の もとでの評価 と慎重性原則 との関係が強
調 され てい るのである。
(2)年度決算と不確実性
・ さて,企 業は,ナ イ ト(FrankKnight)が強調 してい るよ うに,予 見す るこ
とのできない与件変化の世界,し たが って;不 確実な世 界に存在 してい るので,
営業 にかかわ る問題 の大部分は不確実性を基礎にしてい るといえるのであ る。
商人 は,こ うした不確実な状況 の下で,年 度決算書を作成 しなければな らな
いのであ る。 しか も,そ の際,貨 幣計算を用いて個 々の対象物の価値を算定 し
なければな らないのであ る⑥。
さて,レ フソンは,過 去 の収支取 引を基礎に作成 され る年度決算書は過去 と
未来をつな ぐ連鎖であ るとのべてい る。 すなわ ち,「年度決算書は,過 去 と未
来 の連鎖(BindegliedzwischenVergangenheitundZukunft)であるので,そ こにJ
は,過 去規定的価値(vergangenheitsbest三mmteWerten)のほかに,将 来の予想
に よって決定 された,し たがって,不 確実な価値(durchZuku五ftserwartungen
bestimmteunddamitunsichereWerte)も入 り込む(?}Jことになる。
ただ重量を測 り,数を数 え,長さを測定 し,計 算す るだけでは慎重性 とい う問
題は生 じて こない。 「見積 り,そ れ もと くに,将 来におけ る動向に依存 してい
る評価 が必要 となるや否や,.慎重性の原則 が必要 となる⑧」 のであ る。 した が
って,「慎重性 とい うのは,日 々の計算作業,'すなわち,簿 記に対 しては決 し
て要 求され えないのである。 とい うのは,そ こには,た だ,事 後数値(ex-p・st-
Gr6Ben)だけが入ってい るか らである。年度決算書に入 って くる一 義的に与 え
られ てい る価値一一例 えば,設 備財お よび在庫晶の仕入価格,受 払 計算,一 義
的に計算可能な税一 の場合で も,慎 重性原則を適用す るキ ッカケもまた可能
性 も存在 していないのである⑨」。
これに対 して,見 積価値が発見 され なければならない よ うな状況では,事 情
は これ とは異な った もの とな る。 「見積 りによる価値形成 の過程 は,将 来の出
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来事 の不確実性を何 らかの方法 で数 量化す ることからな る。 この問題は,過 去
の ことから将来が推測 され うる,と い う仮定 の もとでのみ,解 決可能 となる。
そ のこ とは,将 来が過去 と同じ もの とな らなけれ ばならない,と い うことを意
味 していない。 しかし,一 方においては,統 計 を用いた確率言明(Wahrschein-
lichkeitsaussagen)と,他方におけ る経験が可能 とな らなければな らな い。専 門
知識 を有す るすべての判 断者 の価値発見(Wertfind皿g)がお こなわれ て同一 の
結果 となる限 りにおいて,わ れわは客観的な確率を もつ ことにな る。 これに皮
して,そ の価値が主観的 な判断に依 存す る限 り,主 観的 確 率 を もつ こ どに な
る 側。
ここでい う客観的確率(6bjekt三veWahrscheinlichkeit)には,数 学的な確 率 と
統計的確率が含 まれ る。数学的確率は先験的確率(a・priori・Wahrscheinlichkeit)
と もいわれ るもので,例 えば,サ イ コロ賭博 の場合 の勝つチ ャンスの計算 に用
い られ る。 これは営業活動については成立 しない のであ る。 これに対 して,統
計的 もし くは経験的確率(a-posteriori・Wahrscheinlichlceit)は,貸借対照表の価値
の獲得に際 して利用 され うるものであ る。 それは,こ れに よって得 られた貸借
対照表項 目の相互主観的 な検証可能性(intersubjektiveWahrscheinlichkeit)を与
えて くれ るの であ るao。
また,主 観的確率は,個 人 の確信度(Oberzeugdngsgrad)を基礎 とす るもので
あって,そ れは人間の経 験律(Erfahrungsschatz)ともい うべ きものなのであ る。
しかし,レ フ ソソは 「経 験は,最 終的には,一 一 た とえそ のことが貸借対照表
の作成者には意識 され ていない として も一 理論 的知識の適用以外 の何物 で も
ない町 としてい るのである。'、
さらに,完 全 な無知(v611igesNichtwissen)とい った場合 は年度決算 の問題領
域 には属 さない ので,数 学的確率 と完全な無知 の場合は実際上は除外 され る こ
とになる。 した がって,こ こで 問題 とな るのは,統 計的に基 礎づけ られ た確率,
と主観的確率を用いての貸借対照表の作成 に限定 され ることになる⑬。
J《3)不確 実 な予想と貸借対照表価値の獲得
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将来の出来事につい ての見積 りは時点的にかあるいは一定の間隔についてお
こな うことがで きる。 しかし,不 確実 な予想の下では,通 常,間 隔見積 りの場
合にのみ,将 来実現す る価値 と見積 りとの一致がみ られ,時 点的な価値の見積
りに際 しては,そ うした一致は稀に しか獲得 されないのである。 しか も,年 度
決算書には,時 点的 な価値 が入れ られ なければな らないので,そ うした間隔見
積 りに代わ る代理値(einfttrdasIntervallreprasentativerWert)が選ばれ なけ
れば ならない こ とにな るao。
レフソンは,そ のためには,算 術的加重平均値(gewogenearithmetischeMit・
te!wert)がと くに適 当であ るとす るのであ る。 とい うのは,「それ の計算には,
すべ ての見積値が折込 まれ てお り,し か も,そ れは見積 リス クの計算技術的な
平準化 とい うものにつ なが る㈱」 からなのである。
ところで,貸 借対照表の作成者に とっては,そ の ことは,算 術的平均値 の選
択に際 しては,プ ラス もし くはマ イナスの乖離の可能性を等し く評価 し,リ ス
ク中立的(risik・neutral)に行動す ることを意味す るのであ るae。
しか しながらう 貸借対照表作成 の領域においては,上 述した ごと く,「慎重
性 の コンヴェンシ ョン」(KonventionderVorsicht)・が妥当してい るのである。
「慎重性 とい うのは,算 術的 平均値 に よって実現 され る リスクの平準化 に も と
ついて算術 的平均値 を選択す ることであ る,と い うよ うに解釈 し うるはずであ
る。 これは,主 張す る ことは できるが,し か し,慎 重 な貸借対照表 作成 の伝統
的な理解 とは合致 しない。慎重な貸借対照表の作成(vorsichtigeBilanzierung)
とい うことは,む しろ,平 均値か ら乖離す る価値 を見積 ることを意味してお り,
しか も,積 極(借 方)項 目については より低 い価値貸借 対照表計上 を,ま た,
負債 と引当金については よ り高い価値を貸借対照 表に記載す ることを意味 して
い る町 のであ る。
レフ ソンは,こ うした行動を とらせ ることの基礎には,「利益分配 と課 税 に
よる資本の不 当な引 き出 しとい うリス クの方が,期 間利益を過 小に表示す るこ
とに よ り生 じる リス クよ りいっそ う不利な ものとして評価 され るas」とい う考
え方が存在 してい るとしてい るのであ る。
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さて,こ こ 官 そ うした 慎重 な見 積 りが どの よ うに お こなわ れ なけ れ ば な ら
な い か とい う こ とが 明 らか に され なけ れ ば な ら ない 。 この点 に つ い て,レ フ ソ
ン は,十 分 に 慎 重 な もの と して感 じ られ る価 値 に よ つて,一 定 の間隔 を 区分 し,
そ うした 慎重 な価 値 を 「間 隔 の下 限 の価 値」(Wertvomunte吾enEndedesInter・
valls)もし・くは 「帯域 幅 の下 限 の価 値 」(WertvomunterenEndederBandbreite)
と呼 び,そ の間 隔 の幅 は 見 積 りの要 求 され て い る確 実 度 に依 存 してい る脚,と
して い るの で あ る。
(4)貸借対 照表価値の計算方法
レフソンは,あ る集団に総括 された価 値の計算については,組合わせ論(K・m-
binatoric)と確率論の方法を用い るこ とができる として四,そ うした方法を用い
た計算 モデルを設定 し,そ こか らの推 論をお こな ってい るのであ る。そ の際,
かれは,不 確実 な予想の もとでは,慎 重な貸借対照表の作成を要求す る原則が
存在 してい るとい うことから出発 して,「こ うした考え方 が,は た して,平 均
値 での貸借対照表 の作成 が年度 決算の会計報告 目的(Rechenschaftszweck)をよ
りよく達成 しないか,ま た,資 本維持 目的を十分に達成 しない のか⑳」 とい う
こ とを検討す るのであ る。 そして,「実務は,少 なからざる程度において,と
っ くの昔にピ こ うした道 を歩んで きた一 例えば,年 金引当金 の場合 一 ⑳」
としてい るので ある。
(5)慎重性原則 と表示
さて,レ フ ソソは,会 計報告 責任(Rechenschaft)とい う貸借対照表作成 の 目
的 か ら貸借対照表作成 者は,自 分が所有 しかつ 自分が大 きな苦 労をせずに決算
書 の受取人に伝 えることのできる より多 くの情 報を,こ れ らの人 々に与 えなけ
れ ばならない殉 とい うことが導 き出 され るので。「貸借対照表 においては,算
術 的平均値 と慎重性要素 とを区別 して表示すべ きであ る伽」 と主張す るの で あ
る。一
こ うした観点 か ら,レ フソンは,成 果 の表示についは,こ れを区分 して表示
(753)レ フソン 「正規の簿記の諸原則」(4)69
す る こ とを提 案 して い るの であ る。 「われ お れ ば,適 切 な表 示 に よ って,三 つ
の相 互 に結 び つ け られ た 成 果 を もつ 。 す な わ ち,ttJt
(a)平均 値 を用 い て計 算 され た 指 針 成 果(lridikatorerfolg),'
{b)株式 法 の 意味 で の年 度 余剰 額(JahrestiberschtiB)もし くは年 度 欠 損 額(Jah・
resfehlbetrag),そして,
(c)分配可 能 額(ausschilttungsfahigerBetrag)であ るeS」。.・
そ して この関 係 を 図示 す れ ば,次 の よ うに な る伽。 も"
一麓 耀 つく縮 用}平均値機 とする
㈲ 指針成果
±慎重性要素の合計額の変動(増減変化)
±不平等原則にしたがった引当金の変動
"慎重な"経常的年度成果`
±期間外の項目すぺてを区別して表示したうえでの,臨時的収益および費用
±税政策上の項 目の合計の変動
収益税控除前の年度超過もしくは不足額
±収益税
㈲ 収益税控除後の年度超過もしくは不足額
±積立金変動
〈c)分配可能額
レフ ソンは,こ うした成果の区分表示に よって,「決算書の読者に,す ぺて
の年度決算書の数値の見せ かけ上の単 一価値(Einwertigkeit)の代わ りに,若 干
の項 目と結びつい てい る不 確実性 が明示 され る⑳」 と主張 してい るのである。
以上にみた ごと く,レ フソンは 「慎重性 の原則」を確率論 を基礎 にした新 し
い視角 から解 釈し よ うとしてい るのであ る。 その過程で,か れは 「不確実性」
を強調 し,そ れ を論理展開の 「て と」 として,「 確率論」 を援用 しつつ,い わ
ば 「多元的情報」 の開示を提案 してい るのである。それは,最 終的には,上 述
の図が示 してい るよ うに,「分配可能利益」 の縮小表示を合理化す るもの と な
ってい る。われわれは,と くに,こ うした 「慎重性の原則」 の新 たな展開を要
請 してい る,「リース」お よび 「年金」に代表 され る新 しい会計実務の 進 行 に
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は注意 してお く必要があ る。われわれは,こ の点についての検討をつ うじて,
は じめて,レ フソンの 『正規の簿記の諸原則』の性格を明らかにす ることがで
きるよ うに思われ る四。 この点の検討については別稿を予定 してい る。
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